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1 はじめに

気象庁では 2007 年に次世代非静力学モデル asuca

の開発を始め、2015 年 1 月に水平格子間隔 2km の
現業モデル (局地モデル:LFM) の予報モデルを従来の
JMA-NHM(Saito et al., 2006) から asuca へと変更し
た (Aranami et al., 2015)。現在は、水平格子間隔 5km

の現業モデル (メソモデル:MSM) への asuca 導入を目
指して開発を進めているが、その中で様々な問題が顕在
化してきた。ここでは、これらの問題について紹介する。

2 asucaの概要

asucaは、

• 近年の数値流体計算の知見を元にした手法を用いる
ことによる計算安定性と精度の向上

• 近年の計算機に最適化した設計
• 開発の効率化

を目指して開発を進めたものであり、力学フレームとし
て有限体積法による空間離散化、RK3による時間積分、
風上 3次差分と flux limiterによる移流スキームを採用
している。また、スカラー計算機に最適化した設計を行
うことで、従来の JMA-NHMに対しておよそ 70%以下
の計算機資源で LFMを実行することが可能となってい
る。さらに、物理過程を asucaとは独立にライブラリ化
することで各物理過程単体での開発・テストがしやすい
ように設計してあり、開発の効率化につながっている。

3 5kmMSMとしての asucaの開発

前述の通り、これまで水平格子間隔 2km のモデルと
して asuca を開発してきたが、現在は 5km 格子間隔モ
デルへ拡張するために開発を進めている。低解像度モデ
ルから高解像度化を進めていくというプロセスが一般
的であるのに対し、現在我々が取り組んでいる開発はそ
の逆に当たる。その開発過程においては、高解像度モデ
ルでは格子平均値で表現できていた現象を、低解像度モ
デルではパラメタリゼーションによって評価する必要が
ある。
3.1 物理過程の解像度依存性
ある予報変数 ϕ、風速 wの格子平均値を ϕ、wとする

と、格子平均のフラックスは wϕ = wϕ+ f ′
ϕ で表され

る。一般的に f ′
ϕ

(
= w′ϕ′

)
は 0ではなく、格子平均値で

表現できない輸送、すなわちサブグリッドスケールの輸
送を表す。この f ′

ϕ を求めることがパラメタリゼーショ
ンに相当し、解像度に応じて評価すべき f ′

ϕ は変わって
くる。このため、低解像度化を行う際にはただ高解像度
モデルと同じ物理過程を用いて水平格子間隔だけを変え
るのではなく、解像度に応じた物理過程を考える必要が
ある。

例えば、水平格子間隔∆x =2km程度以下の高解像度
モデルでは、格子平均の鉛直流 w で対流による鉛直輸
送を表現できる、すなわち f ′

ϕ ≃ 0 であるとして、積雲
対流パラメタリゼーションを使用しない場合が多い。し
かし、∆x = 5km程度以上の低解像度モデルでは対とな
る上昇流と下降流がどちらも 1格子の中に入ってしまう
ため、格子平均の鉛直流が非常に小さくなる。つまり、
w ≃ 0となるため、熱・水蒸気の鉛直輸送が格子平均値
では計算されない。このため、低解像度モデルでは鉛直
輸送による f ′

ϕ を見積るために積雲対流パラメタリゼー
ションを用いることが必須となっており、その影響は非
常に大きい。
3.2 これまでに分かった問題と改良
これまで 5km格子間隔の asucaを開発してきた中で、
物理過程の解像度依存性を考慮した開発として以下のよ
うな調査・改良を行ってきた。

• 積雲対流スキームの基礎特性調査 (1 次元テストを
活用)

• 格子内の物理量の非一様性を考慮した雲物理過程

また、次のように ∆xや積分時間間隔が大きくなったこ
とで顕在化した問題もある。

• 雲物理過程の計算安定性の問題
• 一般座標系の離散化における問題

ここでは、これらの中で、積雲対流スキームの特性調
査及びそこから見えてきた問題と、∆xが大きくなるこ
とで顕在化した一般座標系の離散化における問題につい
て取り上げる。

4 積雲対流スキームの 1次元テストを活用し
た基礎調査

前述の通り、∆x =5kmのモデルでは積雲対流パラメ
タリゼーションは重要な役割を担う。このため、現在
MSM で使われている積雲対流スキーム (Kain Fritsch

スキーム; Kain and Fritsch (1990)) について 1次元テ
ストなどを用いて調査を行なっている。その中で様々な
問題が明らかになった。
例えば、Kain Fritschスキーム内で計算する積雲の上
昇流が強く (場合によっては 20m/s以上)、その結果、現
実大気における積雲の雲頂に比べてサブグリッドスケー
ルの積雲の雲頂が明らかに高すぎる (同 18km以上)、と
いったことが分かった (図 1)。これは、サブグリッドス
ケールの積雲におけるエントレインメントにより上昇流
が弱められる効果などが適切でないということを示唆す
るものである。
さらに、熱帯アマゾンを想定した鉛直 1次元モデルに
よる理想実験 (TRMM-LBA; Grabowski et al. (2006))

の結果から、浅い対流から深い対流への遷移が不自然で
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図 1 MSM の積雲対流スキームにより計算されるサ
ブグリッドスケールの積雲の上昇流の鉛直プロファイ
ル (赤線)。LNB は約 13500m であるのに対し、雲頂
が 18km程度まで達している。

図 2 TRMM-LBA による MSM の積雲対流スキー
ムによる温位時間変化率。縦軸は高度、横軸はローカ
ルタイムを表す。雲頂が高度 4000m より低い浅い対
流と、高度 4000m より高い深い対流で時間変化率が
大きく異なることが分かる。

あることなどが分かり (図 2)、対流の強さを決める手法
が浅い対流と深い対流で異なることに問題があることが
分かった。
また、これまでMSMでは山の風上斜面や海岸に沿っ

た降水を予想し続けるということが問題となっていた
が、1次元テストを元に得られた知見から、海上から不
安定な成層の空気が流入する場合に、海上では積雲対流
スキームが働かず、山の風上斜面や海岸に到達した途端
に積雲対流スキームにより蓄積された CAPE が開放さ
れていることが原因であると判明した。これは、サブグ
リッドスケールの対流が生じるかどうかを診断するトリ
ガーという仕組みに問題があると考えられる。
このように、1次元テストを用いた調査を行うことで、

個々の物理過程の性質や問題点が明らかになってきて
おり、それぞれの物理過程の相互作用に対する理解も深
まっている。
発表では 1次元テストを元にした調査やその結果を紹

介し、そこから得られた問題点について議論を行う。

5 メトリックの離散化における問題

asucaでは一般座標系を採用しており、気圧傾度力は
次のように表される。
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p は気圧を表し、∂x̂n/∂xi は実空間 xi と計算空間 x̂n

の変換を行うメトリックというファクター、J は計算空
間と実空間のセル体積比に当たる。ここで、運動量の保
存性を高めるために、
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という関係を用いて、式 (1)を
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としてフラックス形式にし、離散化を行っている。
しかし、離散化したモデル内の 1
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すなわち、式 (2)の関係を満たしておらず、気圧傾度力
の計算に誤差が生じていることが判明した。格子間隔が
大きいほど J は大きくなるため、メトリックの差分誤差
は大きくなる。このため、2km格子間隔でモデルを開発
していた際には誤差が比較的小さく、また予報時間が短
いために問題が顕在化しなかったが、5km格子間隔にし
た際に高度場の誤差が非常に大きくなる (12時間予報の
500hPaの高度場で–30m～30mの誤差) という形で顕在
化した。
式 (4)を満たすように 1

J
∂x̂n

∂xi を離散化すればよいので
あるが、曲がった実座標系に対して 1

J
∂x̂n

∂xi をどのように
離散化すべきかは、まだはっきり分かっていない。この
ため、式 (3)によらず式 (1)のまま離散化することで気
圧傾度力におけるメトリックの誤差が生じないようにし
ている。
しかし、式 (1)はフラックス形式になっていないため、
運動量が保存しない。運動量の保存性を高めるため、式
(2) を満たすメトリックを作成するためにはどのように
離散化すればよいか、現在調査を行っている。
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